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に至った。この問題の一般理論的解明は、アメ リカとEEC諸 国との経済的 ・政治的相互関
係の分析とともに、また、日米の経済的 ・政治的相互関係、日本の国家独占資本主義の特徴




アメリカと西 ヨーロッパ諸国(お よび日本)と のいわゆる 「テクノロジー ・ギャップ」(技

















〔第1章 〕60年 代における独占集中は、「一国的枠内の競争から自然発生的に生じた集積 ・





菱 ・三井 ・住友)に 集中 している(第7表 および第8表 一巻末挿入)。
〔第2章 〕 この章の重点は第3節 以下におかれているが、まず第一に、第2次 大戦後にお
ける特徴的な現象として、 「すべての発達 した資本主義国が資本輸出国であると同時に資本
輸入国である」(128ペー ジ)と いう状況が問題とされる。日本の資本輸出が国内的諸条件



















長期に亘り、軍事的 ・政治的 ・経済的等々の面で支配される(従属させ られる)の は、いか
なる事情によるものかという問題が論 じられる。それについて、まず、一般理論的基礎とし
て、 レーニ ンのr帝 国主義論』の諸命題がふりかえ られ、次に、第2次 大戦後の具体的諸条
件が検討される。そのさい、この問題を論 じた国際的文献の主張が概観されるが、とりわけ
ソ連の 「遠心化」論、中国の 「四分五裂」論や 「第2中 間地帯」論が、 レー ニンのカゥッキー









〔第5章 〕 この章で特に焦点となる問題は、アメリカのコングロマ リット的集中、巨大独
占企業における経営の"diversification"(「多様化」)現 象の進展が、高度技術兵器の研
究開発と密接に結びっいて起ったという問題である。
この 「多様化」現象でとりわけ注目されるのは、航空宇宙兵器、 ミサイルの開発 ・生産お
よびそれと関連するエレク トロニクス分野の研究開発および生産への 「多様化」である。具
体例として、自動車のGM、 フォー ド、クライスラー、ゴムのグッドイヤー ・タイヤ、ファ
イアス トー ン・タイヤといった企業が ミサイル生産またはミサイル関連研究開発部門に進出
した事例が挙げられる。こういった軍事的 「多様化」という特徴は、ソ連の研究者やアメリ
カの経済学者の指摘するところでもある。
また、航空宇宙、原子力、エ レク トロニクス(コ ンピューター)な どの 「ビソグ・プロジェ
クト」中心の国家独占資本主義的研究開発促進政策は科学技術研究のバランスを崩し、その
軍事的歪曲を生みだ し、その民主的発展を阻害する。








資本主義の危機を もたらすに至 った(参考論文r現 代帝国主義の構造と危機』参照)。
















第5章 現代帝国主義=国 家独占資本主義と科学技術研究 一その軍事化傾向一








































皿 本論文は、編別構成で示 したよ うに2編 に分かれ、第1編 において、1960年代の 日本
の国家独占資本主義的資本蓄積機構と、それに支えられた高度成長と産業再編成に関連す
る諸問題を取扱い、第2編 において、現代帝国主義の若干の側面を取りあげて実証的に論








第2編 第5章 の現代の科学技術研究体制を分析 した章は、他に類似の研究はあるが、総合





しか し、この問題を正面か ら取扱 う第4章 において、著者が、EECの 実態を分析 し、そ
こで進行する西 ヨーロッパ独占資本のアメリカ独占体に対する従属的結合関係の再編を対
米従属の基礎として取りだ し、これを本論文の基本的視角としたことは、本論文に独自性







に徴して、明らかである。著者のいう新 しい枠組の内容は必ずしも明 らかで はな いが
(この点は本論文の執筆時点ではやむをえないが)、 これは、今後、深められるべき重
要な問題提起であるといえよう。
(2)著者は、現代資本主義における資本輸出は資本輸入 と並行的に行なわれている事実に
正当に着 目し、第2章 でこの問題に取組んでいる。そこで著者が与えた解答にはなお考
究の余地があるとはいえ、両者をそれぞれ単独に取扱ってきた研究の現状からいって、
著者のこの方法的態度は評価されねばならない。
以上に述べたように、本論文は、いくつかの未解決な点を残 してはいるが、現代帝国主義
と国家独占資本主義的資本蓄積機構について精細な実証的研究を行ない、かつ若千の重要な
問題提起を含むものであって、この分野の近年における独 自の一成果である、と認められる。
よって、本論文は経済学博士の称号を授与するに足るものと認定される。
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